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1. 背景と目的 

近年，駅ナカや駅ビルなどの駅商業施設が発展し

た結果，周辺商業地との競合が生まれ地域衰退が起

きていることが指摘されている．鉄道事業者は少子

高齢化などにより将来的に利用者減が見込まれてお

り，新たな収入源として特に首都圏では東日本旅客

鉄道株式会社（以下，JR東日本）が積極的に展開し，

鉄道利用者が駅から降りずに地域商店街での消費が

落ち込む傾向にある．実際に商店が鉄道事業者を相

手取って裁判にまで発展した例もあり，既存商店街

存続のためには両者の共存が必要であるが，駅商業

施設自体の実態は明確でないため商店街は対応策が

ない現状である．本研究では首都圏整備法による既

成市街地と近郊整備地帯内の JR 東日本の駅商業施

設をもつ 81駅を対象に施設の実態を把握し，駅周辺

商店街と駅商業施設の競合関係を明らかにすること

を目的とする． 

 

2. 調査駅と方法 

 

図 1 既成市街地と近郊整備地帯内の対象駅 

本研究では鉄道事業者が自ら商業施設を運営し，

かつ改札から直結する施設を駅商業施設と定義する．

これらには俗に「駅ビル」や「駅ナカ」が含まれる．

まず，対象となる 81駅を駅周辺の状況の違いから総

合的に分類するためにウォード法によるクラスター

分析を行った結果を表 1 に示す．分類の基となるデ

ータは国勢調査を基に作成された駅から 500m 以内

の人口比率や商業事業所数などのデータである(1)．図 

1に対象範囲と対象駅の分布を示した． 

表 2 は店舗の業種を，日本標準産業分類を基にし

て独自に分類したものである．施設内の店舗情報は

駅商業施設の HP を参考に 6397店舗を集計した．日

本標準産業分類ではなく独自に分類したのは，HPの

情報のみでは日本標準産業分類による分類が困難で

あること，商業施設内の小売店では一店舗で様々な

物品を販売し完全な分類ができないためである．  

表 1 鉄道駅の分類 

 

表 2 分類内容と日本標準産業分類比較 

 

 

3. 駅の分類別による駅商業施設の実態 

図 2 は各地域型別の業種構成の割合を表したもの

である．飲食はどの地域型も全体の 4 分の 1 程度を

占めている．食料品，その他小売，サービスは駅周

辺の商業規模が大きくなるにつれ割合が小さくなっ

ている．反対に衣料品は駅周辺商業地域が大きくな

るにつれ割合が大きくなっており，大規模商業地域

型では 41.7%と約半数を占めるまでになっている． 

図 3 は住居地域型と，大中小の商業地域型を合わ

せた商業地域型の改札内と改札外別の業種構成割合
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※2 ⑤ その他の小売業

雑貨 6021 6022 6064 5793 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

家具 6011 ⑤ その他の小売業

靴小売 5741 5742 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

かばん小売 5791 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

衣料品総合 　 　5721+5731 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

女性衣料品専門 5731 5792 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

男性衣料品専門 5721 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

子供服・玩具 5732 6072 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

呉服 5711 ② 織物・衣服・身の回り品小売業

6613 6759 6941 7811 7911 7912 7961 7962

7963 7999 8011 8095 8611 8621

教養・技能教授業 8241 8242 8243 8244 8245 8246 8249 8299 ⑫ その他

エステ・リラクゼーション 7892 7893 ⑨ 選択・理容・美容・浴場業

理容・美容業 7821 7831 ⑨ 選択・理容・美容・浴場業

修理 9093 9099 ⑩ その他の生活関連サービス業

ネイルサービス 7894 ⑨ 選択・理容・美容・浴場業

フィットネス・スポーツクラブ 8048 ⑪ 娯楽業

病院 8311 ⑫ その他

保育所 8111 8191 8531 ⑫ その他

※1 CD，DVD，ブルーレイディスク小売業（記録済みで音楽用以外のもの）はここに含む

※2 CD，DVD，ブルーレイディスク小売業（記録済みで音楽用以外のもの）は除く

※3 水着小売業（競泳用を除く）はここに含む
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である．特徴的な点として，①衣料品は改札外と改

札内の衣料品店の割合が大きく異なり，商業地域型

の改札外の駅では 33.5%と 3 分の 1 の割合を占めて

いるのに対し，改札内では両地域型とも数%とかな

り少ない．②飲食・食料品を合わせた飲食系（図中

の赤枠）の割合が改札内外で大きく異なる．改札外

では 35%～52%程度に留まっているものの，改札内

では地域型に限らず 75%～82%と約 8 割を占めてい

る．次項で示すように，駅周辺商店街は飲食や食料

品を中心とした店舗展開がされていることが多く，

鉄道利用者が改札を出ずに利用可能となれば商店街

にとっては多大な影響を及ぼす可能性がある． 

 

図 2 地域型別の業種構成割合 

 

図 3 立地環境別ごとの業種構成割合 

 

4. 商店街アンケート調査との比較 

集計した駅商業施設の業種と平成25年度東京都商

店街実態調査報告書の調査結果を比較する． 

図 4は 1 駅商業施設当たりの店舗数と 1 商店街当

たりの店舗数の比較である．駅周辺商店街に立地す

る上位 3 業種は駅商業施設においても多く立地して

おり，両者は業種が競合している．また，図 5 は商

店街が不足していると考えている業種を問うアンケ

ート調査と駅商業施設の店舗数の比較である．商店

街が不足していると考える業種は食料品店が挙げら

れている．食料品店は駅商業施設の主力のひとつで

あるため，商店街と駅商業施設は互いに不足業種を

補完しあっている関係といえる．しかし，衣料品店

は駅周辺商店街にも 5.7店舗存在し，1駅商業施設当

たりでも 29.1店舗と多く，衣料品においては競合し

ている可能性がある．不足業種とされる飲食店につ

いては図 4 に示したように商店街では 18 店と一般

的に立地数は少ないと考えられるが，駅商業施設に

おいても 15.4%を占める主力業種であり，双方の思

惑と役割分担に関して整合していない可能性がある． 

 

図 4 駅商業施設と商店街数の比較 

 

図 5 商店街が不足している業種 

 

5. まとめと結論 

JR 東日本の駅商業施設のある 81 駅を，駅周辺地

域の状況を基にしてクラスター分析を行った結果，4

つの地域型に分類することができる． 

それぞれの地域型で駅商業施設の業種構成割合が

異なるが，飲食店はどの地域型もおよそ 4 分の 1 を

占め，衣料品店は商業規模が大きくなるほど割合が

高くなる．改札内外別では，改札内で飲食系の割合

が非常に高い．商店街に対するアンケート調査と比

較すると商店街と駅商業施設は飲食系の店舗が多く，

両者は競合している可能性がある．しかし，衣料品

においては商店街に少なく駅商業施設に多いため互

いに補完関係にあると考えられる．利用者アンケー

トにおいても駅周辺商店街における飲食店の客足減

少が確認されており，利用者減少は飲食系で顕著で

あると考えられる． 

 

6. 補注 

(1) 株式会社ディー・アイ・コンサルタンツが作成

し一般に公開提供しているものを用いた． 
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1駅商業施設での割合
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